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Abstract– This case study intends to deepen understanding risk communication and management
on genetically modified organisms (GMO). I have been eagerly exploring methodologies and actual
cases on these matters, and especially I present results of deliberative discussion cases in this paper.
Finally, taken together, I discuss the relatives.
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1. はじめに
本稿は，農商工連携を巡るテーマから，遺伝子組み

換え食品（GMO: Genetically Modified Organisms）に焦
点を当て，そのリスクについて，大学での討議事例を紹
介し，市民参加のリスク評価へ向けた方法論などを議論
する．

2. 問題の背景: GMOの安全性とリスク・コ
ミュニケーション

2.1 GMOを巡る背景
GMOは，海外（アメリカ，カナダ，アルゼンチンな

ど）では，ダイズ，トウモロコシなどが栽培・消費されて
きた [1]．人口増と経済発展を背景にした食糧不足やエ
ネルギー問題があり，害虫や塩害などの対策のために伝
統的な品種改良の他，GMOの生産需要が高い．ISAAA
(International Service for the Acquisition of Agri-Biotech
Applications) の報道によれば，2012年には GMOの導
入規模が 29か国で農業従業者 1670万人，1億 6000万
ヘクタールの農地に達したと言う．一方，我が国では，
GMOのコメなどが研究開発されてきたが，大規模な商
業化はされていない．しかし，我が国で商業化された
GMOの事例としては，「青いバラ」（サントリー社）が
知られている．

2.2 動物への遺伝子組み換えの問題
既に，海外では，GMOとは，「植物・農作物」に限ら

ず，「動物」での遺伝子組み換えの問題（カルタヘナ議
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定書等で，植物か否かに係らず,生物全体を指す場合は，
LMO (Living Modified Organisms)と総称）も含め，幅広
く議論されてきた．最近は，マレーシアの the Malaysian
National Biosafety Board (NBB)が，LMOの「蚊（オス）」
のフィールド試験を許可した件について，多様な生命倫
理や法規制のあり方を巡る議論もある [2]．動物は自ら
移動できる能力が高いため，LMOが拡散するなどの懸
念も根強い．

2.3 安全性を巡るリスク認知
こうしたGMOに対して，健康に対する影響の懸念は

もちろん，生命体を人為的に操作するという事実そのも
のも含め，国内外で市民からの不安は簡単には払拭され
ない．これらの背景にあるものは，市民たちが最先端研
究に対して，理解が十分ではないこと，そして，正しい
知識と理解に基づいて，GMOの経済的効用などを考慮
していないことも，多くの調査研究から判明している．
そのため，リスク・コミュニケーションの重要度が増し
ている [3]．
細かい定義や経緯などは引用文献等に譲るが，一般市

民にとって，GMOをはじめとして，「食」に係るリスク
の諸問題は，生活に直結するだけに，医学的情報同様に，
重要度と関心度が極めて高い [4, 5, 6]．特に，GMOに対
するリスク認知や感情的ともいえる嫌悪感は，欧州各地
をはじめ，我が国においても同様であることが繰り返し
指摘されている．だが，再三，安全性について情報公開
や解説がなされてもなお，GMOに対する良好な態度は
難しい上，高学歴者であっても専門分野が異なる場合は
理解も正確でないことも，同様に確認されてきた [6]．

2.4 レギュラトリ・サイエンスとリスク
他方，2012年には，GMOのリスク評価の影響の大き

さを再認識させる事例が起きた．GMO（トウモロコシ）
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を食べさせたラットが早死傾向とする論文 [7]が公刊さ
れたが，科学的検証とエビデンスが不十分という再検
証の結論を The European Food Safety Authority (EFSA)
などが出したことに端を発する論争があった．これに
ついては Nature 誌 [8]や Science 誌（23rd. Nov. 2012
Vol.338）でも紹介された．学術ジャーナルに採択され
た論文であっても，GMOのリスクを巡り，批判的に検
証されて覆された事例と言える．このように，GMOに
関しては科学的論争も数多い．
上記の諸問題は，特に欧州において，Regulatory Sci-

ence（レギュラトリ・サイエンス）と称される研究分野
の範疇である．この分野では，一般市民や行政の視点か
ら，安全・安心に係る領域の検証，評価，規制，制度設
計，そしてリスク・コミュニケーションが進められてき
た．情報伝達としてのリスク・コミュニケーションはも
ちろん，科学教育（専門家によるアウトリーチやサイエ
ンスカフェ，対話集会など）の場を設け，議論と交流を
通じた「公共圏」[9]は当然に必要であり，リスクに対
する市民による合意形成，多様な意見とアイディアの検
討を通じた問題解決，コラボレーションなどが望まれて
いる．
特に，食物生産の現場や日常の生活環境に近い所で

は，多様な要因が影響しあうため，GMOに関する問題
は，深く幅広い視点で討議・検証することが重要とな
る．Precautionary Principle（予防原則などと訳される）
に従って，未然に幅広くリスクや要因を検証し，リスク
が回避ないし受容できるレベルでなければ，実施しない
という方針を堅守することを考慮に入れる場合もある．

3. リスク・コミュニケーションにおけるリス
クの評価手法は?

3.1 リスクの評価手法
確かにゼロリスクは理想だが，現実は一定のリスク

を許容するべき場合も多い．そのため，GMOなど，多
様な事象のリスクを評価し判断する場合はもちろん，リ
スク・コミュニケーションにおいて，何らかの指標が求
められる．国内では，中谷内 [10]が「リスクのモノサ
シ」と称する評価手法を提唱した．言わば，リスク要素
を序列化して比較する手法である．例えば，肺がんの
リスクと，殺人のリスクを評価する必要がある場合，そ
れらの発生する確率で評価すれば良いとする．同様に，
D.ヴォース [11]も，肺がんによる死亡やハリケーンな
どのリスクについて，アメリカにおける100万人当たり
の死亡者数の実データで序列化する評価法を提案した．
しかし，これらは万全ではない．例えば，意思決定な

どに係る精神物理学や認知科学的研究が実証的に明らか
にしてきたように，人々のリスク認知はヒューリステッ
クな判断傾向が強いことが経験的に知られている [12]．
リスクに対する評価の度合いも一定閾値を超えれば，飽

和状態となることや，個人差も当然に考えられる．他方，
集団でリスク評価などを行う場合，個々人のリスク評価
を単純に集計するだけの調査手法では問題が残る．しか
も，最近では，ソーシャル・メディアの台頭もあり，リ
アルタイムにオンライン上の議論内容を取得・分析でき
る．そのため，市民参加による集団でのリスク評価のあ
り方はもちろん，リスクを計量的に評価する手段の需要
がある．
そこで，集団討論で活用しうるリスク評価に関する方

法論を探ると，例えば， 1©ランキング法， 2©AHP (An-
alytical Hierarchy Process)による評価分析， 3©デルファ
イ法， 4©討議型世論調査法による手法， 5©テキストマ
イニング，そして 6©シミュレーション分析が考えられる．

1. ランキング法: 例えば，立場ごとに議論するテーマ
の問題や事象のリスクを評価してもらい，ランキ
ングさせる．それぞれの立場が提示するリスクにつ
いて，順位相関係数（ケンドールなど）や κ 係数
（kappa coefficient）による一致度を判定することに
より，立場の相違に基づくリスクや安全性の基準の
相違が明瞭になる．従って，中谷内や D.ヴォース
の手法よりも計量的に比較する手法と言える．

2. AHP: この手法は，T. L. Saaty，が開発した [13]．
AHPは，評価者や意思決定者が評価項目に対して，
どの程度選好しているかを数理モデル化し，いくつ
かの代替案について，それぞれ一対比較を繰り返す
ことにより，評価やプライオリティなどの意思決定
が出来る．

3. デルファイ法: 参加している市民や専門家の意見や
評価を相互にフィードバックさせ，合意形成を図る．

4. 討議型世論調査（Deliberative Opinion Poll）法: 集
団による討議をベースにした意見収集・合意形成手
法と考えられている [14]．特定の議題・論題に対し
て，討論し合うだけでなく，別途，専門家から十分
な資料や情報提供を受けつつ，小集団や全体での
熟議を重ねた後に，改めて調査を行って，見解を評
決することが多い．意見集約的なプロセスを取る点
は，上記のデルファイ法に類似している．

5. テキストマイニング: 例えば，オンラインであれば，
討議に参加している人々の意見やセンチメント（感
情）をリアルタイムに検証できる．既に，Twitterな
どのソーシャル・メディアから得られた市民の意見
をテキストマイニングで分析し，行政における意思
決定を支援する研究 [15]が提唱されている．

6. シミュレーション:例えば，討議に参加している市
民たちの意思決定・合意形成プロセスを観測し，特
定のメンバの意見がどの程度重要視されて，他のメ
ンバに影響を与えているかを検証できる．ソーシャ
ル・メディア活用による情報影響力やネットワーク
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上の情報伝播過程の分析 [16]などで重要な意義を
持つ．
これらは，医学・化学分野などにおけるリスク・アセス

メントとは異なり，必ずしも客観的尺度ではなく，個々
人の主観的態度を反映するものが多い．だが，リスクの
「評価」とは，要するに個々人の態度の反映である．上
記の手法を活用すれば，集団討議などの際，見解や論点
の「見える化」が促進され，討議を通じて，リスク要因
についての相互理解が深められたり，参加者の態度変容
や意見集約に係る問題を深掘りできるなどの効果が期待
される．

4. 討議スタイルによるGMOに関するリスク・
コミュニケーションの事例

4.1 討議事例
ここで，先述した討議型世論調査的な討議形式の事

例を紹介する．2012年 5月，筆者が S大学での「リス
ク・マネジメント」の講義事例である．討議のテーマは，
GMOによるコメと有害化学物質の関係 [17]であり，ま
ず，以下の質問に対する回答を踏まえ，学生たちを賛成
派と反対派に大別した．
・質問 1©:「我が国のコメは，安全であると思うか?」
・質問 2©:「我が国では，GMOは不要であると思うか?」
学生 9名の回答は， 1©は 5名， 2©は 3名が Yesと回

答した（他は Noか，分からないと回答）．上記の質問
の回答後，［コメが安全ではないとする立場］と［コメは
安全とする立場］で議論する場面を設定し，以下の討議
用の情報を提示し議論を進めた．
［我が国のコメは安全ではないとする立場の資料例］
我が国のコメには，カドミウムが蓄積されやすい懸念

材料があったことは，あまり知られていない．カドミウ
ムによる土壌汚染の原因は，かつてのイタイイタイ病な
ど，河川の流域にそれらの原因物質が混入した結果が今
もって悪影響をもたらしているためである（2011年の
農林水産省資料）．しかも，土壌の入れ替えなどは，コ
ストがかかり過ぎるため，余り現実的ではないのが現状
である．
［我が国のコメは安全であるとする立場の資料例］
国立がん研究センターの調査 [18]では，カドミウムを

含む食品を食べても，ガンの危険性は無いことが判明し
ている．他方，カドミウムを蓄積しない遺伝子組み換え
によるコメ生産の研究成果が出ている．例えば，東京大
学（2012年）や岡山大学（2010年）の研究事例がある．
要するに，いずれの主張にも裏付けるエビデンスがあ

る．しかし，学生たちは，そもそも，四大公害を経験し
ていない世代（1990年前後の生まれ）であり，公害を
十分に知らないため，この討議の前までの講義で，公害
史の概説や化学物質のリスクなども教示済みの状態で臨
んだ．しかし，議論の中では，公害によるカドミウムが

微量とは言え，我が国のコメに吸収されているケースが
あることに驚く者もおり，何も知らずにいたこと自体が
衝撃という意見もあった．また，GMOによる有害化学
物質蓄積防止の話に及ぶと困惑する者もいた．これらの
情報は以前から省庁等が公開し，多様なメディアで報道
されていたにも関わらず，学生には認識されていなかっ
たのである．

4.2 多様な要因と視点を交えた検討の重要性
このように，PUS（Public Understanding of Science:科

学に対する公衆の理解）は，科学技術等，社会的事象に
対する知識やリスクについて，専門家集団内部だけでな
く，一般市民も含めて，正しく情報伝達がなされ，理解
され，合意形成されているかと言う点に尽きる．特に，
食物の安全性は複合的な要因が係る上，今後は，ソー
シャル・メディアの利用による議論が進展していくこと
も想定しなければならないだろう．だが，オンラインか
否かを問わず，片方の立場だけで物事を捉えたり，個別
に議論するだけの図式では，感情論に流されやすいこと
などが懸念される．
また，社会心理学研究の経験的事実 [6, 10, 12]に基づ

けば，信念と情報の不一致をもたらす状況に遭遇したこ
とにより，学生たちは，当初の自らの態度の変容か，信
念に沿うように認識（情報の方が間違っているなど）を
保持したかのいずれかであったと推察される．リスク認
知の根源には，こうした影響があるため，一方向的なリ
スク・コミュニケーションが往々にして効果が期待でき
ない理由の一因と考えられる．ゆえに，今回のような討
議形式を通じて，認識に誤りがあれば，正しく改める議
論も望まれる．

5. 考察
先述した GMOに関する論争や先行研究だけでなく，

今回示した討議事例においても留意すべき点がある．
第一に，リスク・コミュニケーションやマネジメント

とは，本来的に，反対派を抑え込む手段を講じることで
はない．多様なステークホルダー達，すなわち，行政や
市民，そして専門家や企業当事者などを交えた討議や，
多角的検討が必須である．確かに，専門性の高い人物の
存在は重要である．しかし，「安全性の神話化」（ないし
社会的表象 [6]としての安全性の社会的共有化）を防ぐ
には，専門家の専門性に依存するだけでなく，科学哲学
者ポパー [19]の指摘通り，リスクの事実について，反
証可能性に基づく多様な視点とエビデンスに基づく検証
が必要である．
次に，リスクは将来の危険性に対して備えるものであ

り，不断の対応が重要である．しかも，今回示した討議
事例のように，世代を超えてリスクのマネジメントを受
け継ぐ必要がある事例も存在する．そのため，中長期的
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かつ複眼的な視点で問題を常に検討する必要がある．
最後に，討議を通じた「民主的意思決定」とは何かと

いう重要な論点もある．とりわけ，ソーシャル・メディ
アによる議論は，往々にして二極化しやすい．また，十
二分なエビデンスがあり，科学的検証，そして討議がど
れだけ為された上での結論なのか，「民主的な合意形成
や結論」が常に正しいと言えるのかなど，討議自体の過
程に問題意識を持つこともリスクのマネジメント上，重
要だろう．

6. まとめ
本稿では，GMOに関するリスク・コミュニケーショ

ンの問題について，討議形式の事例を紹介した．また，
今後，リスクに関して，市民参加による討議形式の合意
形成や，専門家と市民同士が相互交流する機会が増加し
ていくと見られるため，リスク評価の方法論なども考究
した．
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